2016年3月1日～4日
改憲項目、国会で議論を＝安倍首相、増税先送り論否定－参院予算委

　安倍晋三首相は３日午後の参院予算委員会で、憲法改正について「この条文はどうかということが国会で熟して、それが（発議に必要な衆参両院の）３分の２に達すれば国民に判断してもらう」と述べ、具体的な改憲項目に関する国会での議論に期待感を示した。おおさか維新の会の片山虎之助共同代表への答弁。
　首相は「憲法ができて７０年近くになる。時代にそぐわないものも、新たに付け加えていくものもある。私たちの手で憲法をつくっていく精神を持つことは大切だ」と強調。「憲法に指一本触れてはならないという空気を醸成し、思考停止に陥ることはあってはならない」と述べ、改憲に前向きな首相を批判する一部野党をけん制した。
　片山氏は政府が新設する「国際金融経済分析会合」について、消費税率１０％への引き上げ先送りの布石ではないかと指摘。首相は５月の主要国首脳会議（伊勢志摩サミット）で議長を務めることに触れた上で、「世界がどう協調して現下の国際経済状況に対応するのかも含めて議論してもらう。性格がちょっと違う」と述べ、そうした見方を否定した。（時事通信/03/03-18:11）2016/03/03-18:11

首相、改憲議論活発化を呼び掛け　「決めるのは国民」

共同通信2016/3/3 19:37
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参院予算委で答弁する安倍首相＝3日午後
　安倍晋三首相は3日の参院予算委員会で、参院選の争点に掲げる憲法改正について「最終的に決めるのは国民だ。国会は発議するにすぎない。国民的な議論の中で、国のかたちを決めていくことが大切だ」と述べた。改憲は国会発議後の国民投票により過半数の賛成が必要なことを踏まえ、議論の活発化を呼び掛けた形だ。

　改憲の必要性に関して「憲法ができあがって70年近くになる。時代にそぐわないものや、新たに付け加えていくものもある。私たちの手で憲法をつくっていく精神が大切だ」と指摘。また「憲法に指一本触れてはならないとの空気を醸成し、思考停止に陥ることがあってはならない」と語った。

安倍首相「改憲、在任中に」　１８年９月までを念頭
朝日新聞デジタル　2016年3月3日02時17分
　安倍晋三首相は２日の参院予算委員会で、憲法改正について「私の在任中に成し遂げたいと考えている」と述べ、強い意欲を示した。夏の参院選で改憲勢力が３分の２を確保し、２０１８年９月までの自民党総裁任期を念頭に国会発議と国民投票による実現をめざす考えを示したものだ。
　首相は同時に「我が党だけで（発議に必要な）３分の２を（衆参で）それぞれ獲得することは不可能に近い。与党、さらに他の党の協力もいただかなければ難しい」とも語り、改憲に向けたハードルが高いとの認識も示した。
　質問した民主党の大塚耕平氏は、自民党の憲法改正草案についても安倍首相の見解をただした。首相は「閣法（内閣提出法案）として出すならお答えするが、党としての立場を示していることについては（衆参の）憲法審査会で我が党の議員と丁々発止のやりとりをしてほしい」と述べ、具体的な改正項目などについては明言を避けた。
産経新聞2016.3.3 00:33更新 
安倍首相、憲法改正へ国民的な機運喚起を狙う　「在任中に成し遂げたい」、衆参同日選を視野に野党牽制

参院予算委員会で質問に答える安倍晋三首相＝２日午後、国会・参院第１委員会室（斎藤良雄撮影）
　安倍晋三首相が２日の参院予算委員会で、憲法改正について「在任中に成し遂げたい」と明言したのは、国民的な機運が熟すよう関心を喚起する狙いがある。しかも、夏の参院選を前に党内に広がる慎重論にクギを刺すとともに、憲法改正に関するスタンスが定まらない民主党を牽制した格好で、「衆参同日選を視野に入れた発言だ」（与党筋）との観測も広がっている。
　首相は予算委で、自民党総裁任期中（平成３０年９月まで）の憲法改正に意欲を示し、「自民党は立党当初から党是として憲法改正を掲げている。党総裁として目指したい」と強調した。憲法改正は首相の悲願で、今年１月の年頭記者会見でも「参院選でしっかりと訴えていく。国民的な議論を深めていきたい」と語っていた。
　ただ、自民党は今月１３日の党大会で決定する２８年の運動方針で、憲法改正について「参院選での訴えを通じ、国民的な議論と理解を深める」（原案）としていた表現から、最終的に「参院選での訴えを通じ」の部分を削除した。緊急事態条項や環境権の創設といった具体的な改憲項目にも触れていない。
　関係者によると、憲法改正が参院選の争点になれば他の重要な争点が埋没しかねないなどと参院側に慎重姿勢が強く、連立を組む公明党が争点化に反発していることなどにも配慮して修正したという。「急がば回れ」戦術というわけだ
　しかし、回り道をしすぎれば改憲のタイミングを逃しかねない。党内の慎重論に対しては「そういう人は自民党から出馬しなければいい。自民党が議論をリードしないといけない」（幹部）との不満が根強い。
　一方、民主党は「安倍首相は参院選で３分の２を確保すれば必ず憲法を改正する」（岡田克也代表）と繰り返し強調。参院選で「改憲勢力」の議席を３分の２未満に抑えることを目標に掲げ、共産党などとの「野党共闘」を進めている。
　そうした中での首相の踏み込んだ発言は、「想定問答に入ってなかった」（官邸筋）という狙い澄ました“アドリブ”答弁だった。首相は２日夜に都内で開かれた自民党額賀派のパーティーであいさつし、参院選に向けて民主党などとの対決姿勢を鮮明にした。
　「風雪に耐えた自民、公明の連立与党と、現在協力する民主、共産両党との対決になっている。決して負けるわけにはいかない」
首相 憲法改正「思考停止に陥らず国民に判断を」
ＮＨＫ　3月3日 19時15分
　倍総理大臣は参議院予算委員会の基本的質疑で、憲法改正について「思考停止に陥ることがあってはならない」と述べ、国会で議論が熟せば、衆参両院でそれぞれ３分の２の賛同が得られた項目から改正を発議し、国民に判断を委ねるべきだという考えを示しました。
消費増税「予定どおり」
この中で、消費税率の引き上げを巡って、共産党の小池副委員長は「増税に突き進めば、国民の暮らしも日本経済も大変なことになる。来年４月の消費税１０％増税は断じて行うべきではない」と批判しました。
　また、参議院の会派「維新・元気の会」の松田公太参議院議員は「金融緩和を継続しながら同時に消費増税するのは、アクセルとブレーキを同時に思い切り踏むようなもので、増税は延期すべきだ」とただしたほか、日本のこころを大切にする党の中山代表は「日本経済はデフレ状態から完全に脱却したとは言えず、消費税を引き上げられる状況ではない」と指摘しました。
　これに対し安倍総理大臣は、「今回の増税は世界に冠たる社会保障制度を次の世代に引き渡していくために行うものだ。家計消費の動向を注視し、しっかり賃金が上がっていく経済状況を作っていくなかで、リーマンショック、あるいは大震災のような出来事がなければ、消費税を予定どおり上げていきたい」と述べました。
憲法改正 思考停止せず国民判断を
おおさか維新の会の片山共同代表は、憲法改正について「夏の参議院選挙で改憲勢力が３分の２になることは好ましくないと、憲法改正をタブーにするのは不幸で、冷静にあるべき憲法を議論すべきだ」と指摘しました。
　これに対し安倍総理大臣は、「憲法には指１本触れてはならないという空気を醸成し、思考停止に陥ることがあってはならない。常に時代、時代に、日本のために何をすべきかというなかで、憲法も、その対象だ」と述べました。そのうえで安倍総理大臣は、「最終的に決めるのは国民であり、国会は発議するにすぎない。３分の２の勢力うんぬんというのは、やや議論としておかしい。『この条文については、どうだろうか』ということが国会の中で熟して、それが３分の２に達すれば、国民に判断してもらうということではないか」と述べました。
　社民党の吉田党首は、「安倍総理大臣は任期中の憲法改正に強い決意を示したが、憲法が果たしてきた役割をどのように評価しているのか」とただしました。
　これに対し安倍総理大臣は、「憲法の３つの柱である、国民主権、平和主義、基本的人権の尊重は、しっかりと日本人の間に定着してきた。これは大きな成果だった。自民党の憲法改正草案でも、この３つの考え方が柱としてある」と述べました。
バス事故対策の充実を
参議院の会派「無所属クラブ」の薬師寺みちよ参議院議員は「長野県軽井沢町のバス事故では、労働力の不足や過度な利潤追求などの問題が明らかになった。最低限労働者を守る産業保健の充実が必要ではないか」と質問しました。
　これに対して安倍総理大臣は、「産業医の選任や、定期的な健康診断の実施などを事業者に義務づけるとともに、重大な労働災害を繰り返す企業に対し改善を図らせる仕組みを導入するなど、労働者の健康、安全確保の取り組みの強化を図ってきた。今後も働く方の健康と安全を確保するための対策の充実、強化を政策の重要な柱として推進を図っていく」と述べました。
サミットで寄付を議題に
新党改革の荒井代表は、ことし５月の伊勢志摩サミットについて「休眠預金を社会的に活用する寄付の精神の取り組みを議題にしてはどうか」と質問しました。
　これに対し安倍総理大臣は、「ご指摘の手法は、社会問題の解決と利益の確保と同時に目指す新しい取り組みだ。伊勢志摩サミットの議題については、Ｇ７＝主要７か国と調整中であり、議長声明に盛り込むべきかも含め、今後検討していきたい」と述べました。
参院選「合区」導入巡り議論
また、安倍総理大臣は、夏の参議院選挙で隣接する２つの県を１つの選挙区にする、いわゆる「合区」が導入されることに関連して、「参議院では『合区』をどんどん増やしていくことがいいのかどうかという議論があり、そうではなくて都道府県代表ということで考えていくのであれば、憲法改正も視野に入れていかなければならないのではないかという議論もある」と述べました。
高浜原発トラブル 安全第一で十分な対策を
一方、安倍総理大臣は、福井県の高浜原子力発電所４号機で、再稼働後に原子炉が自動停止するなどトラブルが相次いだことについて、「大変残念だ。東京電力福島第一原子力発電所の事故のあとの原発再稼働であり、国民の信頼を得るためトラブルがないよう十分準備し、丁寧に対応しなければならない。関西電力はスケジュールありきではなく、安全第一で万全を期して十分な対策を講じてもらいたい」と述べました。
産経新聞2016.3.2 14:36更新 
【参院予算委】安倍首相「憲法改正、在任中になしとげたい」
　安倍晋三首相は２日の参院予算委員会で、夏の参院選に掲げる憲法改正について「在任中に成し遂げたいと考えている」と述べ、重ねて意欲を示した。憲法改正の発議には衆参両院で３分の２以上が必要であることを踏まえ「わが党だけで獲得することはほぼ不可能に近い。自民党だけでなく、与党、さらには他の党の協力もなければ難しい」とも語った。
首相改憲発言に懸念＝公明・漆原氏
　公明党の漆原良夫中央幹事会長は３日午前の記者会見で、安倍晋三首相が在任中の憲法改正を目指す意向を表明したことについて、「野党に利用される可能性がある」と述べ、懸念を示した。（時事通信2016/03/03-12:27）
首相改憲発言、公明幹部が懸念　「野党が利用」

共同通信2016/3/3 13:20

　公明党の漆原良夫中央幹事会会長は3日の記者会見で、安倍晋三首相が在任中の憲法改正実現に意欲を示したことに懸念を示した。夏の参院選を念頭に「（政策や理念などが）ばらばらの野党に結集軸を与え、利用されることになりはしないかと心配している」と述べた。

　同時に「首相は自民党総裁としての一般論を述べたと承知している。（発言が）まずい、ということはない。むしろ利用する方がおかしい」と強調した。

「改憲阻止で野党に結集軸」、公明・漆原氏懸念

読売新聞2016年03月03日 16時48分

　公明党の漆原良夫中央幹事会長は３日午前の記者会見で、安倍首相が在任中の憲法改正に意欲を示したことについて、「野党に利用される可能性はある。バラバラの野党に結集軸を与えることにならないか心配している」と述べた。

　夏の参院選で憲法改正が争点化することで、基本政策が異なる野党が「安倍政権の下での改憲阻止」で共闘しやすくなるとの懸念を示したものだ。

公明党 　漆原氏、立ち位置は「改憲」　姿勢問われ
毎日新聞2016年3月4日　東京朝刊
　公明党の漆原良夫中央幹事会長は３日の記者会見で、憲法改正に関する公明党の立ち位置について問われ「護憲か改憲かと言われれば改憲に属すると思う」と述べた。公明党が改憲勢力の一角であるという認識を示した。 
　漆原氏は「（憲法制定から）７０年もたって憲法が老朽化している可能性がある。内容を現代に合わせていく必要性はある」と主張。「わが党は加憲主義」と語り、現行憲法を尊重した上で新たな条文を加える公明党の立場を強調した。 
　安倍晋三首相が在任中の改憲を目指すと表明したことについては「改憲を党是とする自民党の総裁としての発言で『まずい』ことはない」と指摘。ただ「バラバラの野党に結集軸を与えることになりはしないかと心配している」と述べ、野党が参院選で「改憲阻止」で結集する可能性に懸念を示した。 
　公明党は、２０１４年衆院選の選挙公約で「加憲」の対象として環境権などを例示。憲法９条については、戦争放棄の１項、戦力不保持の２項は残したまま、自衛隊の存在を盛り込むことなどを「慎重に検討する」とした。 
　ただ、環境権は欧州で開発や投資の妨げになっているとの指摘を受け慎重姿勢に転じた。９条加憲も昨年の安全保障関連法の成立で「改正の必要はなくなった」（幹部）と主張している。 
　首相や自民党が最初の改憲項目として検討している大規模災害時の「緊急事態条項」については、議論は容認する一方、夏の参院選の争点にはしたくないとの立場だ。【横田愛】 
産経新聞2016.3.3 12:33更新 
公明・漆原氏「バラバラの野党に結集軸与えかねない」　首相の「改憲成し遂げる」発言に懸念
　公明党の漆原良夫中央幹事会会長は３日の記者会見で、安倍晋三首相が憲法改正を「在任中に成し遂げたい」と明言したことについて「自民党総裁としての一般論を述べた」と沈静化を図る一方、野党に利用される可能性を指摘し、やんわり牽制（けんせい）。「バラバラの野党に結集軸を与えることになりやしないかと心配している」と懸念を示した。
　漆原氏は「憲法が老朽化していることはあり得る。内容を現代に合わせていく必要性はある」とも語り、加憲を主張する公明党のスタンスに関し「護憲か改憲かといえば、わが党は改憲に属する」と言い切った。
公明・漆原氏 首相の改憲発言 野党の連携強化を懸念
ＮＨＫ　3月3日 13時39分
公明党の漆原中央幹事会会長は記者会見で、安倍総理大臣が在任中の憲法改正を目指す考えを示したことで、野党側が夏の参議院選挙で、今の政権の下での改憲阻止を掲げて、一層連携を強めるのではないかと懸念を示しました。
この中で、漆原中央幹事会会長は、安倍総理大臣が在任中の憲法改正を目指す考えを示したことについて「憲法改正を党是とする自民党の総裁として、一般論を述べたと承知しており総裁としての発言であれば、まずいということはない」と述べました。
　一方で漆原氏は、「野党が、『安倍総理大臣はそういう意向だ』と利用する可能性があり、バラバラの野党に結集軸を与えることになりはしないかと心配している」と述べて、野党側が夏の参議院選挙で、今の政権の下での改憲阻止を掲げて、一層連携を強めるのではないかと懸念を示しました。
　また、漆原氏は衆議院の選挙制度の見直しに関連して、「自民党との協議は申し入れがあれば、当然やるべきだが、両党で法案を作り、野党に賛成を迫るやり方はしない。大島衆議院議長も入れた話し合いで収れんしていく」と述べて、大島議長も交えた各党との協議を通じて幅広い合意形成を図りたいという考えを示しました。 
民主・共産 憲法改正阻止の姿勢 明確に
NHK3月4日 6時30分
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安倍総理大臣が、憲法改正を「在任中になしとげたい」と述べたことについて、民主党や共産党などは批判を強めており、夏の参議院選挙に向けて、安倍政権のもとでの改正を阻止する姿勢を明確に打ち出す考えです。
安倍総理大臣は、２日の参議院予算委員会で、「自民党は、立党当初から党是として憲法改正を掲げている。私は自民党の総裁であり、先の衆議院選挙でも訴えている。私の在任中になしとげたい」と述べました。これについて、菅官房長官は３日、「自民党は立党以来、憲法改正は党是であり、先日の安倍総理大臣の発言は、『一般論』を言われたのだろう」と述べました。
　これに対し、民主党の岡田代表は、「安倍総理大臣の憲法観は非常に危険で、議論に乗るのは慎重でなければならないが、具体的に話すのであれば受けて立つ」と述べたほか、共産党の志位委員長は、「断固反対で、絶対に許さないという立場で論陣を張っていく」と述べました。民主党や共産党などは、安倍総理大臣の憲法観は認められないとして批判を強めており、夏の参議院選挙に向けて、安倍政権のもとでの憲法改正を阻止する姿勢を明確に打ち出す考えです。
　一方、おおさか維新の会は、片山共同代表が、「憲法改正をタブーにするのは不幸だ」と述べるなど改正を目指す勢力の拡大を図りたい考えで、憲法改正を巡る野党内での立場の違いが鮮明になっています。 
首相の改憲発言 与党内でも受け止めに温度差
ＮＨＫ3月3日 4時00分
安倍総理大臣が在任中の憲法改正を目指す考えを示したことについて、自民党内には「党の総裁として方針を答えただけだ」などと一定の理解を示す意見がある一方、公明党からは「唐突な発言だ」などと戸惑いの声が上がっていて、受け止めに温度差が出ています。
安倍総理大臣は２日の参議院予算委員会で、在任中に憲法改正を目指すのか質問されたのに対し、「自民党は、立党当初から党是として憲法改正を掲げている。私は自民党の総裁であり、先の衆議院選挙でも訴えているので、それを目指していきたい」と述べ、在任中の憲法改正を目指す考えを示しました。
　これについて菅官房長官は、「与党だけではなく、多くの党や会派の支持をいただいて国民の理解を得ることが大事だとも言っており、今まで言っていることと同じことを言っていたのではないか」と述べたほか、自民党内にも「質問されたから、党の方針を答えただけだ」などと一定の理解を示す意見が出ています。
　一方、公明党内では、石田政務調査会長が「『在任中』ということばは、ちょっと唐突な感じもする」と指摘したほか、「参議院選挙を控えるなかで、野党側に攻撃の材料を与える不用意な発言だ」、「国民は安倍総理大臣に危うさを感じているのではないか」といった戸惑いの声が上がっていて、与党の間で受け止めに温度差が出ています。 
安倍首相は改憲が自己目的化＝枝野民主幹事長
　民主党の枝野幸男幹事長は２日の記者会見で、安倍晋三首相が在任中の憲法改正を目指す考えを示したことについて、「どの条文をどう変えたいかという話を抜きに『変えたい』というのは論理矛盾だ。変えることが自己目的化している」と批判した。（時事通信2016/03/02-20:16）2016/03/02-20:16
憲法改正の争点化、与党からも懸念　「まずは経済」 
2016/3/4 0:19　情報元日本経済新聞　電子版
　安倍晋三首相が在任中に憲法改正を目指すと明言したことが波紋を広げている。与党内には７月の参院選で憲法改正が争点になるのは得策ではないとの見方が根強いためだ。野党は首相が憲法改正を強引に進めようとしていると印象づけて批判を強めている。
　自民党額賀派の額賀福志郎会長は３日、記者団に「今の優先順位は日本がデフレ脱却し、経済力をつけることだ」と述べた。別の派閥会長は「改憲はもっと理解を深めて時間をかけて…
程・駐日大使「日中関係にマイナス」　憲法改正論に懸念
朝日新聞デジタル　北京＝倉重奈苗　2016年3月3日23時18分
　中国・北京で３日開幕した全国政治協商会議に委員として出席した程永華（チョンヨンホワ）駐日大使は同日、朝日新聞の取材に応じ、安倍晋三首相が在任中の憲法改正に強い意欲を示したことについて「日中関係にマイナスの影響が出る」との見方を示した。程氏は２０１４年１１月の日中首脳会談の際、日中関係改善の基礎となる四つの基本合意を発表したことに触れ、関係改善には「この合意に資する動きや出来事が必要だ」と強調した。
　また、今年日本で行われる予定の日中韓首脳会談について「年内に日本で実施されるのは間違いないが、具体的な日程はまだ決まっていない」とし、「実現すれば日中両首脳の接触はあるだろう」との見通しを示した。
　程氏は今年２月で就任６年目を迎え、歴代最長の駐日大使になった。去就に注目が集まるが、程氏は「今回北京に戻って、引き続きまだ大使を務めるように言われた」と語った。（北京＝倉重奈苗）
首相の改憲発言「野望を明らかにした」　共産・穀田氏
朝日新聞デジタル　2016年3月2日23時21分
■穀田恵二・共産党国対委員長
　（安倍晋三首相が改憲をめぐり「在任中に成し遂げたい」と発言したことについて）自公とその補完勢力で３分の２を取りたいという野望を、また明らかにしたということだ。解釈改憲だけでなく、明文改憲に乗り出してきていることを、（参院選の）大きな争点として掲げて立ち向かっていきたい。
　（首相が民主党政権時代の出来事を持ち出して、野党の追及をかわす手法に対し）都合の悪い話を聞かれるとごまかすパターンだ。自分の悪政をごまかす一つの道具として使うのはいかがなものか。問われているのは自分が行っている悪政に対してどう反省するのかだ。（記者会見で）
安倍首相、改憲機運醸成狙う＝保守層配慮も
　憲法改正をめぐり、安倍晋三首相は２日の参院予算委員会で、２０１８年９月までの自民党総裁任期中の実現を目指す考えを表明した。改憲は首相の悲願だが、実現の期限を区切ったのは初めてで、また一歩踏み込んだ。参院選を見据え、改憲への機運を醸成する狙いがあるとみられる。
　今国会では、首相が改憲に強い意欲を示す発言が相次いでいる。２月３日の衆院予算委員会で憲法９条について「憲法学者の７割が自衛隊の存在自体に憲法違反の恐れがあると判断している」と改正の必要性を強調し、３月１日の同委でも「国会の憲法審査会で議論が収れんすることを期待している。（衆参両院の）３分の２（の賛成による発議）が可能となったものから取り組みたい」と述べ、改憲スケジュールに言及した。
　背景には、改憲項目を絞り込むため、与野党に具体的な議論を促したいとの思惑があるとみられる。改憲の実現には、改正すべき項目を国会で発議し、国民投票にかける必要がある。在任中の達成に向け議論を急がなければならず、改憲を発議できる「３分の２」勢力を、衆院のみならず参院でも確保するには、夏の参院選がチャンスだ。
　また、首相が、支持基盤である保守層へ配慮したとの見方もある。従軍慰安婦問題をめぐる日韓合意に対し、保守層には不満が残っているとされるためだ。（時事通信2016/03/02-19:51）2016/03/02-19:51
憲法改正「在任中に」＝安倍首相が表明－参院予算委
　安倍晋三首相は２日午後の参院予算委員会で、憲法改正について「在任中に成し遂げたい」と述べ、任期中の実現に強い意欲を表明した。首相は「先の総選挙でも訴えているわけだから、それを目指したい」とも述べた。民主党の大塚耕平氏への答弁。
　首相の自民党総裁としての任期は２０１８年９月まで。首相は一方で、「わが党だけで発議に必要な衆参（両院）の３分の２を獲得することは不可能に近い」とも指摘。「与党、他の党の協力も頂かなければ難しい」との認識を示し、改憲勢力の拡大を目指す意向を強調した。　
　大塚氏は、自民党の憲法改正草案が示した条項のうち、「国防軍」創設などについて首相の認識をただしたが、首相は「草案の一つ一つについて解説するのは控えたい。（国会の）憲法審査会でわが党の議員と丁々発止の議論をしてほしい」と述べるにとどめた。
　夏の参院選から一部の選挙区を統合する「合区」が導入されることに関し、自民党の鶴保庸介氏は「参院議員は都道府県の代表と憲法に明記すべきだ」と主張。首相は「二つの県が一つ（の選挙区）になった時に、候補者が自分たちの利益を代表し得るかという大きな課題もある。国会で大いに議論してほしい」と述べ、国会での憲法論議に期待を示した。（時事通信2016/03/02-17:22）2016/03/02-17:22
首相、在任中改憲を明言　18年秋まで、決意表明　

共同通信2016/3/2 20:07

安倍晋三首相は2日の参院予算委員会で、憲法改正について「在任中に成し遂げたい」と明言した。自民党総裁の任期は2018年9月まで。夏の参院選に向け、改憲の国会発議に必要な3分の2以上の勢力確保に強い意欲を表明し、改憲に前向きなおおさか維新の会など野党との連携が不可欠との認識も示した。具体的な改憲項目に触れなかったが、自民党が優先項目とする「緊急事態条項」の創設を念頭に置いているとみられる。

　改憲を目指す期限を区切り、18年までに国会発議を実現する決意を明確にした。衆参両院の憲法審査会で各党の改憲項目に関する意見集約を進めたい考えだ。

首相、悲願の改憲を争点化へ　参院「３分の２」確保狙う
朝日新聞デジタル　石井潤一郎、鯨岡仁、笹川翔平　2016年3月2日05時01分

憲法改正めぐり、発言強める首相
　２０１６年度予算案の今年度内成立が確定し、夏の参院選に向けた各党の動きが本格化する。憲法改正がかつてなく問われる選挙となり、自民、公明両党に一部野党を加えた改憲勢力が「３分の２」を得るかどうかが焦点だ。衆参同日選も視野に入る中、選挙結果によっては、いまの憲法がつくってきた国のありようが変わる可能性がある。
　「自民党総裁として、党が長年言ってきた憲法改正をやりたい。緊急事態条項の改正はできないでしょうか」
　安倍晋三首相は最近、懇意にしている公明党の太田昭宏前国土交通相に打ち明けた。大災害や戦争時の政府の権限などを定める緊急事態条項の新設は、自民党が改憲の有力な項目に掲げる。
　「緊急事態はあいまいだから、なかなか簡単ではないですよ」。太田氏は首相にこう返したが、改憲への強い思いを感じ取った。
　安倍首相は年明け以降、憲法改正をめぐる発信を強めている。１月４日の年頭記者会見では「参院選でしっかり訴えていく」と表明。３月１日の衆院予算委員会でも、「『３分の２』が可能となったもの（項目）から憲法改正に取り組んでいきたい」と述べた。民主党の緒方林太郎氏が「お試し改憲だ」と批判すると、首相は「できるものからというのは当たり前だ」と強く反論した。
　首相に呼応するかのように、首相自身が特別顧問を務める日本会議国会議員懇談会の憲法改正プロジェクトのメンバー十数人が１日、「国家緊急事態と人権保障」をテーマに国会内で勉強会を開いた。出席議員は「憲法改正は参院選の争点になるべきだ」。
　憲法改正については自民内にも「訴えても票にならない」（参院ベテラン議員）と消極的な声がある。だが、それでも首相は「我が党は結党以来、党是として憲法を改正すると申し上げている」と繰り返す。党是とは、結党時の「政綱」に盛り込まれた「現行憲法の自主的改正」との文言だ。首相が敬愛する祖父・岸信介氏が初代幹事長として深く関わり、首相にとっても悲願だ。
　首相は夏の参院選を、悲願を実現に近づける最大のチャンスと位置づける。憲法改正の発議には、衆参各院で「３分の２」以上の賛成が必要。衆院では自公両党で３分の２を確保しており、参院の議席が焦点になる。
　自公に加え、改憲に積極的なおおさか維新の会、日本のこころを大切にする党の４党で７８議席を得れば、参院で改憲勢力が３分の２に達する。２０１３年の参院選では自公だけで７６議席を得ており、首相官邸の関係者は「大きく取りこぼさなければ、３分の２に届く可能性がある」と語る。
首相、憲法改正「在任中に」…時期にも踏み込む

読売新聞2016年03月02日 19時33分

　安倍首相は２日、参院予算委員会の基本的質疑で、憲法改正について「在任中に成し遂げたい」と述べ、首相在任中の実現に強い意欲を示した。

　首相は年明け以降、憲法改正について「参院選でしっかり訴え、国民的な議論を深めていきたい」などと積極的に言及してきたが、参院選がさらに近づく中、改正時期にも踏み込んだ形だ。首相の自民党総裁としての任期は２０１８年９月まで。

　民主党の大塚耕平氏らの質問に答えた。答弁で首相は、「自民党は立党当初から党是として憲法改正を掲げている。先の衆院選でも訴えているから、それを目指していきたい」と強調。憲法改正の発議には、衆参両院で３分の２の賛成が必要だとした上で、「わが党だけで３分の２を獲得することはほぼ不可能に近い。与党、さらには他の党の方々の協力も頂かなければ、（改正は）難しいのではないかと思っている」との認識を示した。

「在任中改憲」表明 　参院選争点化確実に　同日選も視野
毎日新聞2016年3月3日　08時00分（最終更新　3月3日　08時00分）
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憲法改正に関する安倍首相の主な発言
安倍晋三首相が２日、「在任中」の憲法改正を目指す考えを表明し、夏の参院選での争点化が確実となった。首相は衆参同日選も視野に、参院で改憲発議に必要な３分の２の議席を確保する考えで、結果次第では改憲が現実的な政策課題となる。【高橋克哉、横田愛】 
　「この場に首相として立っている。草案を解説するのは控えたい」。首相は２日の参院予算委員会で自民党の憲法改正草案に盛り込んだ「国防軍」について問われ、こう答えた。改憲への意欲を強調する首相だが、改憲項目に関する発言は控えめだ。１日の衆院予算委でも「どの条文から改正するかは、憲法審査会の議論が収れんすることを期待している」と語った。 
　夏の参院選は首相の２０１８年９月までの任期中、最後の参院選となる。首相が改憲をより確かにするため視野に入れているのが衆参同日選だ。与党に追い風が吹いた状態で同日選を行えば、両院の議席の積み増しが期待できる。自民党幹部は「同日選で参院の議席が増えるなら、首相は衆院解散に踏み切るだろう」とみる。 
　衆参の憲法審では各党が改憲項目についてすでに意見表明した。自民党は憲法審とは別に、参院選後に改憲に前向きな政党だけで協議会を設けることを検討している。改憲発議に必要な３分の２以上の賛成を得られる項目を絞り込み、条文を作成して憲法審の議論をリードする思惑からだ。 
　一方、憲法改正に慎重な公明党には戸惑いがある。同党の石田祝稔政調会長は２日の記者会見で「『在任中』という言葉はちょっと唐突な感じがする」と発言。「（残り任期が）２年半ぐらいあるが、現実的なのか」とけん制した。 
　公明党は昨年、安全保障関連法の成立で自民党と歩調を合わせたが、支持者への説明に苦慮。参院選で改憲が争点になるのは避けたいのが本音だ。ただ、改憲は首相の悲願で、「参院選後に国会で議論を深めること自体は否定しない」（幹部）という声もある。 
　一方で、別の幹部は「野党第１党の民主党も賛成して幅広い合意が得られるようにすべきだ」と主張。首相が改憲内容への言及を避けるのも、こうした慎重姿勢に配慮する側面もありそうだ。 
　民主党など野党は首相主導の改憲論議に反発を強めている。同党の枝野幸男幹事長は２日の記者会見で「どの条文を変えたいかという話を抜きに『変えたい』というのは論理矛盾だ」と批判した。
安倍首相 　「在任中改憲」表明　参院選争点化確実に　衆院と同日選も視野
毎日新聞2016年3月3日　東京朝刊
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　安倍晋三首相が２日、「在任中」の憲法改正を目指す考えを表明し、夏の参院選での争点化が確実となった。首相は衆参同日選も視野に、参院で改憲発議に必要な３分の２の議席を確保する考えで、結果次第では改憲が現実的な政策課題となる。【高橋克哉、横田愛】 
　「この場に首相として立っている。草案を解説するのは控えたい」。首相は２日の参院予算委員会で自民党の憲法改正草案に盛り込んだ「国防軍」について問われ、こう答えた。改憲への意欲を強調する首相だが、改憲項目に関する発言は控えめだ。１日の衆院予算委でも「どの条文から改正するかは、憲法審査会の議論が収れんすることを期待している」と語った。 
　夏の参院選は首相の２０１８年９月までの任期中、最後の参院選となる。首相が改憲をより確かにするため視野に入れているのが衆参同日選だ。与党に追い風が吹いた状態で同日選を行えば、両院の議席の積み増しが期待できる。自民党幹部は「同日選で参院の議席が増えるなら、首相は衆院解散に踏み切るだろう」とみる。 
　衆参の憲法審では各党が改憲項目についてすでに意見表明した。自民党は憲法審とは別に、参院選後に改憲に前向きな政党だけで協議会を設けることを検討している。改憲発議に必要な３分の２以上の賛成を得られる項目を絞り込み、条文を作成して憲法審の議論をリードする思惑からだ。 
　一方、憲法改正に慎重な公明党には戸惑いがある。同党の石田祝稔政調会長は２日の記者会見で「『在任中』という言葉はちょっと唐突な感じがする」と発言。「（残り任期が）２年半ぐらいあるが、現実的なのか」とけん制した。 
　公明党は昨年、安全保障関連法の成立で自民党と歩調を合わせたが、支持者への説明に苦慮。参院選で改憲が争点になるのは避けたいのが本音だ。ただ、改憲は首相の悲願で、「参院選後に国会で議論を深めること自体は否定しない」（幹部）という声もある。 
　一方で、別の幹部は「野党第１党の民主党も賛成して幅広い合意が得られるようにすべきだ」と主張。首相が改憲内容への言及を避けるのも、こうした慎重姿勢に配慮する側面もありそうだ。 
　民主党など野党は首相主導の改憲論議に反発を強めている。同党の枝野幸男幹事長は２日の記者会見で「どの条文を変えたいかという話を抜きに『変えたい』というのは論理矛盾だ」と批判した。 
しんぶん赤旗2016年3月3日(木)

首相、憲法尊重義務（９９条）守らず　「在任中に明文改憲」答弁　制限なき自衛権 狙う

　安倍晋三首相が２日の参院予算委員会で、明文改憲を「在任中に成し遂げたい」と表明しました。憲法尊重義務を定めた憲法９９条に反する答弁で重大です。安倍首相は１日の衆院予算委員会では、集団的自衛権の行使について「国際法上持っている権利は行使できるという考え方のもとに、われわれは憲法改正草案をお示ししている」と、改憲で集団的自衛権の無制限な行使を目指す意図を明らかにしました。

　「国際安全保障環境の変化」を理由に、集団的自衛権の行使を可能にした戦争法（安保法制）の施行を１カ月後に迎える中、集団的自衛権の無制限な行使のために「改憲」を目指すという乱暴きわまりない主張です。

　安倍首相はこの間、「憲法学者の７割が自衛隊の存在自体が憲法（９条２項）違反であると解釈している以上、当然、集団的自衛権も憲法違反になっていく」「しかし…いまや自衛隊に対する国民の支持はゆるぎない」（２月３日、衆院予算委）などとして、自衛隊を憲法に位置づける角度から９条改憲を主張しています。

　首相の真意は、「海外での武力行使」を禁止された「専守防衛」の実力組織としての自衛隊のこれまでのあり方を追認することではありません。戦力不保持を定めた９条２項を削除することで、世界中で米国と共に戦争できる文字通りの「軍隊」へと変貌させることにあります。

　実際、自民党改憲草案は、戦争放棄を定める９条１項は残しますが、同２項の戦力不保持を削除したうえ、新２項として「前項（戦争放棄）の規定は自衛権の発動を妨げるものではない」と規定。新設する９条の２で「国防軍の保持」を明記しています。

　その意味について改憲草案Ｑ＆Ａは「自衛権の行使には、何らの制約もないように規定した」と説明しています。「何らの制約もない」とは、まさに集団的自衛権行使が全面的に可能になるということです。

　｢戦争放棄｣条項が残っても､｢自衛｣の名の下に無制限の武力行使が可能になることを｢念入りに｣示したというのです｡

　安倍首相の発言は、こうした集団的自衛権行使、米国の引き起こす戦争に参加することへの異様な執念を改めて示したものにほかなりません。

　根底には、９条２項が存在する限り、戦争法に対する「憲法違反」という批判はやまず、さらに集団的自衛権の行使にも「限定」「制約」が残ることへのいら立ちがあります。

　（中祖寅一）

安倍首相 　「改憲、在任中に」　参院選３分の２に意欲
毎日新聞2016年3月2日　16時36分（最終更新　3月3日　00時00分）
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参院予算委の岸宏一委員長（左）とあいさつを交わす安倍晋三首相＝国会内で２０１６年３月２日午前、梅村直承撮影
　安倍晋三首相は２日の参院予算委員会で、憲法改正について「私の在任中に成し遂げたい」と明言した。首相の自民党総裁任期は２０１８年９月まで。夏の参院選で自民、公明両党に一部野党も加えた勢力で改憲発議に必要な３分の２以上の議席を確保することに強い意欲を表明。首相は衆参同日選も視野に、参院での改憲勢力の拡大を目指す考えだ。【野原大輔】 
　首相は「自民党は立党当初から党是として憲法改正を掲げており、私は党の総裁だ。先の衆院選でも訴えているわけであり、それを目指していく」と強調した。そのうえで「自民党だけで３分の２以上を獲得することは、ほぼ不可能に近いだろう」と指摘。「与党、さらには他党の協力も得なければ難しい」と述べた。民主党の大塚耕平氏への答弁。 
　国会が憲法改正を発議するには衆参両院で３分の２以上の賛成が必要で、衆院では既に自民、公明両党で３分の２以上を確保している。参院でも与党だけで確保するには夏の参院選（改選数１２１）で８６議席の確保が必要だが、これは大勝した１３年の前回選挙（７６議席を獲得）を上回る必要がある。 
　このため、首相は１日の衆院予算委で「おおさか維新も（改憲案を）一部示している」と指摘。憲法改正に前向きなおおさか維新の会などに呼びかけ、野党も加えた改憲勢力の結集を進めていく考えだ。 
　首相は年明けから憲法改正に踏み込んだ発言を繰り返してきた。１月２１日の参院決算委員会では「いよいよ、どの条項を改正すべきかという現実的な段階に移ってきた」と述べた。２日の参院予算委では具体的な改憲項目に関する言及は見送ったものの、首相は最初の改憲項目として、大規模災害などを想定した「緊急事態条項」を創設することが念頭にある。 
　自民党は党則で総裁任期を連続２期６年までと規定している。首相は既に再選を果たしているが、党内には中曽根康弘元首相以来となる任期の延長を支持する声もある。 
　参院予算委ではまた、中谷元（げん）防衛相が自民党の憲法改正草案で自衛隊を「国防軍」と位置付ける規定について「一定規模の人口の国家で軍隊を保持していないのは日本だけだ。独立国家が独立と平和を保ち、国民の安全を確保するため軍隊を保有するのは世界の常識だ」と説明した。 
参院選、改憲が争点に　首相「任期中」に意欲 　民主抜きに路線転換 
2016/3/3 1:30　情報元日本経済新聞　電子版
　安倍晋三首相は２日、在任中の憲法改正をめざす方針を明言し、７月の参院選で改正に必要な３分の２以上の議席確保を狙う姿勢を明確にした。改正に慎重姿勢を強める民主党抜きで進む路線に修正し、改憲が参院選の主要争点となる構図が強まった。ただ改正のハードルは高く、衆参同日選や2018年９月末までの自民党総裁任期の延長論と絡む展開になりそうだ。
　「自民党は立党当初から党是として憲法改正を掲げている。私は自民党…
首相、憲法改正「在任中に」　参院予算委で意欲示す 
2016/3/2 20:23　情報元日本経済新聞　電子版
　安倍晋三首相は２日の参院予算委員会で、憲法改正について「私の在任中に成し遂げたい」と明言し、任期中の改憲に意欲を示した。自民党総裁の任期は党則で連続２期（６年）までと規定しており、首相の党総裁としての任期は2018年９月まで。７月の参院選に向け、改憲の国会発議に必要な３分の２以上の勢力確保に意欲を示した。
　首相は「自民党は立党当初から党是として憲法改正を掲げている。党総裁として目指したい」と強調…
「改憲は任期中に」　首相、参院予算委で表明 
日経新聞　2016/3/2 17:05
　安倍晋三首相は２日午後の参院予算委員会で、憲法改正について「私の在任中に成し遂げたい」と表明した。夏の参院選に向け、憲法改正の国会発議に必要な３分の２以上の勢力確保に意欲を示したものだ。同時に「与党、さらにはほかの党の協力もいただかないと難しい」とも述べ、改憲に前向きなおおさか維新の会など野党との連携が必要との認識も示した。民主党の大塚耕平氏への答弁。
首相の改憲発言は「従来主張の繰り返し」
ＮＨＫ3月2日 20時11分
菅官房長官は２日午後の記者会見で、安倍総理大臣が在任中の憲法改正を目指す考えを示したことについて従来の主張を繰り返したにすぎないという認識を示したうえで、まずは衆参両院の憲法審査会での議論を通じて国民の理解を深めていくことが重要だという考えを示しました。
安倍総理大臣は２日の参議院予算委員会で、「在任中に憲法改正を目指すのか」と質問されたのに対し、「自民党は立党当初から党是として憲法改正を掲げている。私は当然、自民党の総裁であり、先の総選挙でも訴えているのでそれを目指していきたい」と述べ、在任中の憲法改正を目指す考えを示しました。
　これについて菅官房長官は午後の記者会見で、「安倍総理大臣は、与党だけではなく、多くの党や会派の支持をいただいて国民の理解を得ることが大事だとも言っており、今まで言っていることと同じことを言っていたのではないか」と述べました。そのうえで菅官房長官は、「憲法審査会で、各党が憲法をどうするのかということをまず出すべきだ。『改正する』と言いながら出していない党もあるので、各党が憲法審査会で議論していくことがいちばんの基本だ」と述べ、まずは衆参両院の憲法審査会での議論などを通じて国民の理解を深めていくことが重要だという考えを示しました。
　また、菅官房長官は、記者団が憲法改正に着手する時期を質問したのに対し、「憲法審査会の中で理解を深めていくことが大事だ。３分の２の議席がないので理解が深まらないとできるわけがない」と述べました。 
首相発言 各党の反応は
公明党の石田政務調査会長は記者会見で、「『在任中』ということばを使ったことは、ちょっと唐突な感じもする。国民の中で議論が醸成され、判断してもらう条件が整うことが大事であり、いまだ、そこまではいっていない」と述べました。
民主党の枝野幹事長は記者会見で、「どの条文を、どう変えたいのかという話を抜きに、憲法を変えたいというのは、まさに論理矛盾だ。何をどのように変えたいのかという指定なしに憲法を改正したいというのは、論理的にありえない発言だ」と述べました。
共産党の穀田国会対策委員長は記者会見で、「総理大臣として、憲法の擁護義務に反しているのは言うまでもないことだ。野党５党の間で、安倍政権の打倒を目標にすることを確認しており、安倍総理大臣の野望を打ち砕くために、国民的な世論を盛り上げ、野党の共同をさらに強めていきたい。参議院選挙でも大きな争点に掲げて立ち向かっていきたい」と述べました。
首相 在任中の憲法改正を目指す
ＮＨＫ3月2日 18時42分
安倍総理大臣は、午後の参議院予算委員会で、憲法改正は自民党の党是だとして、在任中の憲法改正を目指す考えを示しました。
この中で、民主党の大塚政策調査会長代理は「安倍総理大臣は在任中に憲法改正を成し遂げたいと考えているのか」とただしました。
　これに対し、安倍総理大臣は「自民党は、立党当初から党是として憲法改正を掲げている。私は、当然、自民党の総裁であり、先の総選挙でも訴えているので、それを目指していきたい」と述べ、在任中の憲法改正を目指す考えを示しました。そのうえで、安倍総理大臣は「衆議院、参議院で３分の２の多数がなければ発議もできず、自民党だけで獲得することはほぼ不可能に近い。自民党だけではなく、与党さらにほかの党の方々の協力もいただかなければ難しいのではないか。私の在任中に成し遂げたいと考えているが、そういう状況がなければ不可能だろうと考えている」と述べました。
　また、自民党の憲法改正推進本部の事務局長を務めた中谷防衛大臣は、党の憲法改正草案に明記された「国防軍」の保持について問われたのに対し、「草案に規定している自衛権には、国連憲章が認めている個別的自衛権、集団的自衛権が含まれていることは言うまでもない。世界中で、一定規模以上の人口を有する国家で軍隊を保持していないのは日本だけであり、独立と平和を保ち、国民の安全を確保するための軍隊を保有することは、世界では常識だ」と述べました。 
合区導入「地域の代表をどう考えるか 議論を」
自民党の鶴保参議院政策審議会長は、夏の参議院選挙で、隣接する２つの県を１つの選挙区にするいわゆる「合区」が導入されることに関連して、「参議院議員が各都道府県の代表という性格を持つことを憲法に規定すべきだという声が党内にあるが、どう考えるか」と質問しました。
　これに対し、安倍総理大臣は「指摘があった点も踏まえ、憲法のあるべき姿について国会で大いに議論されるべきだ。２つの県が１つの選挙区になったときに、その候補者は、果たして自分たちの利益を代表しうるかどうかという大きな課題もあり、地域の代表をどう考えるかという観点も含めて、大いに議論してほしい」と述べました。
首相明言「改憲、在任中に」　参院選３分の２確保に意欲

東京新聞　2016年3月3日 朝刊

　安倍晋三首相は二日の参院予算委員会で、改憲について「私の在任中に成し遂げたい」と述べた。これまでも意欲を示す発言はあったが、自ら「在任中」と明言した。　＝論戦の焦点＜６＞面

　自民党は党則で党総裁任期を連続二期（六年）と定める。首相の二期目の総裁任期は二〇一八年九月まで。党則変更がない限り、首相在任期間は残り約二年半となる。党内には党則を変更し、任期延長を可能にする意見もあるが、首相は在任中の改憲に決意を示すことで論議を積極的に進める狙いがあるとみられる。

　首相は予算委で「自民党の立党当初から党是として憲法改正を掲げている。私は総裁であり、それを目指したい」と、夏の参院選で改憲を争点に位置付ける考えを重ねて示した。

　同時に、改憲発議に衆参両院で三分の二以上の賛成が必要になるとして「自民党だけで確保することはほぼ不可能に近い。与党、さらには他党の協力もいただかなければ難しい」と、参院選で三分の二以上の改憲勢力の確保にも意欲を示した。改憲を目指す条項は具体的な言及を控えた。民主党の大塚耕平氏への答弁。

　首相は昨年二月の衆院予算委員会で、改憲を目指す時期について「国会の議論を見定める。自民党総裁だから最終的な判断はする」と述べ、在任中の改憲に意欲を示していた。　（関口克己）

憲法改正「３分の２を得られるものから」　首相が言及
朝日新聞デジタル　2016年3月1日12時06分

衆院予算委で答弁する安倍晋三首相＝１日午前、飯塚晋一撮影
　安倍晋三首相は１日の衆院予算委員会で、憲法改正について「（改憲発議に必要な）３分の２を得ることができるもの（項目）から取り組んでいきたい」と述べ、重ねて強い意欲を示した。公明、おおさか維新が改憲への考え方を示しているとして、自民党の憲法改正草案にある文言を修正する可能性にも言及した。
　首相は今夏の参院選で、憲法改正を争点に掲げる考えを改めて示したうえで、「３分の２の確保は与党だけでは無理。多くの議員の支持がなければ難しい」と指摘。「公明、おおさか維新も憲法改正について考え方を一部示しているが、我々の憲法改正草案通りに一字一句ということにはならない。３分の２を形成していく中で、様々な意見や修正をとり入れながら努力していく」と述べた。
　質問した民主党の緒方林太郎氏は、首相の姿勢を「改憲をやるためにやるもの。お試し改憲だ」と批判。これに対し、首相は「お試し改憲というのはまさにレッテル貼りだ。我々は憲法改正草案を示している。しかし、政治の現実を私たちは知っている。３分の２を得ることができるものから（改正する）というのは当たり前だ」と反論。草案の文言修正については「自民党の議論に沿う方向にいけば一番いい」と語った。
首相、改憲「３分の２可能になるものから」　衆院予算委 
日経新聞　2016/3/1 18:48
　安倍晋三首相は１日の衆院予算委員会で、憲法改正について、改憲発議に衆参両院で３分の２以上の賛成が必要なことを踏まえ「３分の２が可能となったものから取り組みたい」と述べた。「政治の現実を私たちは知っている。できるものから（改正する）というのは当たり前だ」とも指摘した。自民党の憲法改正草案にある文言を修正する可能性に言及した。
　改憲で自衛権を明記することに意欲を表明。「日本国民の命を守り抜くため必要な国際法上持っている権利は行使できるとの考え方の下に自民党草案を示している」と語った。民主党の緒方林太郎氏への答弁。
首相、憲法改正で自衛権明記に意欲 
日経新聞　2016/3/1 13:03
　安倍晋三首相は１日午前の衆院予算委員会で、憲法改正で自衛権を明記することに意欲を示した。「日本国民の命を守り抜くために必要な国際法上持っている権利は行使できるとの考え方の下に自民党憲法改正草案を示している」と述べた。
　2012年にまとめた自民党の改正草案では、憲法９条について「自衛権の発動を妨げるものではない」と明記し、憲法上は集団的自衛権を含め行使を制約しない立場を示した。首相は「草案と党総裁である私が違うことはあり得ない」と強調。「私たちはこういう憲法を作りたいと思うから出した。自民党の議論に沿う方向でいけばそれが一番いい」と述べた。
　一方で、改憲発議に衆参両院で３分の２以上の賛成が必要なことを踏まえ「３分の２が可能なものから取り組みたい」とも述べた。民主党の緒方林太郎氏への答弁。
首相発言に自民戸惑いの声　批判強める野党

時事通信2016/3/1 19:28

　自民党内で1日、安倍晋三首相が憲法改正して集団的自衛権行使を全面的に認める必要性に言及したことに関し「よく精査し、趣旨を考えたい」（佐藤勉国対委員長）などと、戸惑いの声が広がった。野党側は「首相の正体が見えた」（維新の党の今井雅人幹事長）と批判を強めた。

　自民党の吉田博美参院国対委員長は記者会見で、安全保障関連法による限定的な集団的自衛権の行使要件「武力行使の新3要件」に触れ「3要件をしっかり踏まえた上で認めるという解釈なのではないか」と述べ、火消しを図った。

　公明党幹部は「自民党総裁の立場で、自民党の考え方を言っただけだ」と語った。

社説　首相改憲発言　参院選前に具体論を深めたい

読売新聞2016年03月04日 03時00分

　夏の参院選に向け、与野党が憲法改正の議論を深める契機としたい。

　安倍首相が参院予算委員会で、憲法改正について「自民党は立党当初から党是として掲げている」と強調したうえで、初めて「私の在任中に成し遂げたい」と言明した。

　首相の自民党総裁任期は２０１８年９月までだ。参院選後の２年余で、与野党が改正内容を詰めた後、改正案を発議し、国民投票で過半数の賛成を得るのは、決して楽なスケジュールではない。

　公明党には、「唐突な感じがする」との戸惑いの声もある。

　だが、首相がEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(あ),敢)えて改正の目標時期を区切ることで、参院選の主要な争点に据え、国会論議の活性化を図ったことを評価したい。

　与党は、衆院では発議に必要な３分の２以上の議席を持つが、参院では３０議席近く足りない。

　首相が「与党、さらに他の党の協力もなければ難しい」と指摘したように、おおさか維新の会、日本のこころを大切にする党、新党改革といった、改正に前向きな野党との連携が欠かせない。

　３分の２の勢力確保には、参院選で自民、公明、おおさか維新などとの合計で７８議席を獲得する必要がある。１３年参院選で自公両党は７６議席を得て大勝したが、今回、憲法改正を争点に掲げれば、ハードルは決して低くあるまい。

　国民投票が控えていることを考慮すれば、野党第１党の民主党などの協力も排除せずに、より広範な合意を形成して発議することが現実的な選択肢と言える。

　１１月に公布７０年を迎える憲法は時代の変化に伴い、現実との様々な矛盾やEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(かいり),乖離)が拡大してきた。

　日本の安全保障環境は悪化し、自衛隊の国際平和活動参加への要請も高まっている。大規模災害に効果的に対処する仕組みや、衆参両院の役割分担、新たな人権のあり方も見直しが必要だろう。

　大切なのは、衆参両院の憲法審査会で、改正項目の絞り込みと改正内容に関する具体的な議論を前に進めることである。

　自民党は、緊急事態条項の創設を優先項目に挙げている。

　巨大地震の際、円滑な被災者救助・支援や復旧のため、一時的な首相や政府の権限強化を定めておく。国政選が実施困難な場合、国会議員の任期延長を可能にする。こうした憲法規定の追加は国家の危機管理として当然である。

　民主党は国民の権利制限に懸念を示すが、過剰な制限を避けるためにも、首相らの権限強化の枠組みを定める意義はあるはずだ。

産経新聞2016.3.4 05:02更新 
【主張】首相の改憲発言　与党も争点化に向き合え
　安倍晋三首相が国会で、憲法改正の実現に意欲を示す発言を重ねている。平成３０年９月までの自民党総裁任期を念頭に、「私の在任中に成し遂げたい」と語った。
　夏の参院選で、改正の国会発議に必要な３分の２以上の勢力確保を目指す考えも示した。首相は改正の実現を「歴史的使命」と位置づけてきた。その期限を区切ったのは評価できる。
　ところが、首相周辺や与党はいかにも及び腰だ。それを正して、共に推進していく態勢を整えるのが首相の責任である。その覚悟が問われている。
広告
　菅義偉官房長官は「（首相は）今までと同じことを言っていた」と述べた。呼応して機運を高める気概は感じられない。公明党の漆原良夫中央幹事会会長は「わが党は改憲（勢力）に属する」としつつも、「（首相発言が）野党に結集軸を与え、利用される」と懸念を示した。
　自民党は、１３日の党大会で採択する運動方針案の憲法改正の項目から、原案にはあった「参院選での訴えを通じて」のくだりを削除した。党憲法改正推進本部も開店休業である。
　これでは自民、公明両党に、憲法改正の必要性をしっかりと国民に訴えていく気があるのか疑わしい。参院選の争点にすることは得策ではないと思っているとしたら、情けない。
　このままでは、首相の積極姿勢が、参院選に向け、支持基盤の保守層の歓心を買うためだけのポーズになってしまう。「羊頭狗肉（くにく）」は首相の本意ではあるまい。
　首相は、自民、公明両党の幹部と何度も話し合って自らの考えを伝え、与党が国民に対して憲法改正を強く訴えていくよう指導力を発揮してもらいたい。
　重要なのは、改正項目の絞り込みに着手することである。
　首相は、衆参の憲法審査会で議論を進め、３分の２の合意形成が可能となったものから取り組むべきだとの考えだ。
　しかし、今国会で衆院憲法審査会の審議は始まっていない。２月に審議入りした参院の審査会も絞り込みはしていない。
　第９条、緊急事態、新しい人権、前文、二院制のあり方、改正条項などテーマは尽きない。首相と与党が、国のかたちをどう変えたいのかを語ることが国民的議論を促すために欠かせない。
産経新聞2016.3.4 01:00更新 
【阿比留瑠比の極言御免】　憲法改正で戦後終わらそう
　いよいよ待ちに待ったその時が到来した。安倍晋三首相が２日の参院予算委員会で、憲法改正について「在任中に成し遂げたい」と明言したのである。安倍首相はこうも強調した。
　「自民党は立党当初から党是とし、憲法改正を掲げている。私は自民党の総裁でもあり、それを目指していきたい」
　今夏には参院選が控えており、その際には衆院選との同日選になる可能性が高いと目されている。安倍首相が憲法改正について今回、「想定問答にない言葉をさらっと言った」（政府関係者）のも、当然、そうした現実の政治日程を見据えてのことだろう。
　近く合流する民主党と維新の党が共産党と選挙協力を行い、自民党・公明党の連立与党と戦う「自公対民共」の構図となっていることも意識し、左派連合との違いを際立たせる狙いもあったとみられる。
　共産党に忌避感を覚える民維内の保守派は今後、憲法改正という「大義」を前に踏み絵を迫られることになろう。別れた同士が元のさやに収まる民維合流とは異なる政界再編につながることも、十分あり得る。
　これに対し、民主党の加藤敏幸参院国対委員長は２日の記者会見で「現実味の乏しい発言だ」と切り捨てていたが、それは党内で憲法観がバラバラでまとまれない民主党の希望的観測なのではないか。
　「２１世紀という新しい時代にふさわしい憲法を、自分たちの手でつくるべきだ。憲法改正を政治日程にのせるべく政治的指導力を発揮すると決心した」
　安倍首相は第１次政権発足直後の平成１８年１０月にも、英紙「フィナンシャル・タイムズ」のインタビューにこう答え、戦後の歴代首相として初めて在任中に憲法改正を目指す考えを明らかにしていた。
　このときは、翌１９年夏の参院選に大敗したことや、持病の悪化などでそれはかなわなかったが、安倍首相の思いは当時から何も変わっていない。そして現在、憲法をめぐる国民の意識や政治情勢は１０年近く前より成熟している。
　「どの条文をどう変えたいかって話を抜きに『変えたい』だなんて言うのは、まさに論理矛盾だ。変えることが自己目的化しているって、あり得ない。『自衛隊すら認めない』って憲法改正だってあり得るわけで、安倍さんはそれがいいことだと思っているのか」
　民主党の枝野幸男幹事長は２日の記者会見で、安倍首相が具体的な改憲項目に言及しなかったことについて、こう牽制（けんせい）した。だが、安倍首相は第１次政権時から連合国軍総司令部（ＧＨＱ）が日本社会に張り巡らせた憲法をはじめとする「戦後レジーム（体制）」からの脱却を提唱しており、何も矛盾していない。
　自衛隊を否定する憲法改正を是とするかという問いかけも、それこそ「あり得ない」条件設定であり、ためにする議論でしかない。
　第１次政権当時に制定以来５９年ぶりに初めて改正した教育基本法にしても、もともとＧＨＱの民間情報教育局の指導下で、お墨付きをもらいながら原案が書かれていたものだった。
広告
　「もう占領時代の『魔法』は解け始めており、マインドコントロールを完全に解いて、真の意味での独立国家として第一歩を切り開いていく気概が必要だ」
　安倍首相は１７年１月の産経新聞のインタビューではこう語っていた。憲法改正で戦後は終わり、日本は当たり前の国になれる。
（論説委員兼政治部編集委員）
海兵隊移転で訓練に支障も＝米軍高官
【ワシントン時事】米海兵隊のネラー総司令官は２日、上院歳出委員会の小委員会で証言し、在沖縄海兵隊のグアム移転に伴い、部隊の訓練に支障が出る恐れがあるとの見方を示した。ただ、日米合意に基づき移転を進めていく方針は不変だと強調した。
　総司令官は「グアム移転後の訓練能力に懸念を抱いている」と述べ、駐留部隊と訓練場の間に距離ができることから、問題が生じる可能性があると述べた。（時事通信2016/03/03-12:24）2016/03/03-12:24
「集団的自衛権行使できない」　自民ＨＰの改憲草案パンフ

東京新聞　2016年3月3日 朝刊

　自民党のホームページ（ＨＰ）に掲載された党の改憲草案に関するパンフレットで、集団的自衛権について「現在、政府は集団的自衛権について『保持していても行使できない』という解釈をとっている」と記載されていることが分かった。二日の参院予算委員会で民主党の小川敏夫参院幹事長が指摘した。

　パンフは改憲草案をまとめた二〇一二年四月から掲載され、草案内容をＱ＆Ａ形式で解説している。政府が憲法解釈を変更し、集団的自衛権の行使を認めた一四年の閣議決定後も、内容を更新していなかった。

　安倍晋三首相は答弁で「古いものをそのまま載せているのだろう。削除すればいい。自民党が違憲だと考えるなら、安全保障関連法制をつくることはあり得ない」と釈明。小川氏は「無理な憲法違反の解釈をしたから矛盾が露呈した」と批判した。

首相「改憲で集団的自衛権の全面容認」言及　軍事介入への参加懸念

東京新聞　2016年3月2日 朝刊
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　安倍晋三首相は一日の衆院予算委員会で、自民党の憲法改正草案に基づき九条を改憲すれば、他国を武力で守る集団的自衛権の行使を全面的に認めることになるとの考えを示した。安倍政権は昨年九月に成立した安全保障関連法で、集団的自衛権行使の一部を容認。首相は将来的には改憲による全面的な容認が必要だとの認識を強調した。

　首相は予算委で「国民の命を守り抜いていくために必要な国際法上持っている権利は行使できるとの考え方の下に、自民党草案を示している」と述べた。民主党の緒方林太郎氏が「集団的、個別的を含めて自衛権を行使できるようにすべきか」と質問した。

　安倍政権は二〇一四年七月の閣議決定で、集団的自衛権の行使を禁じてきた歴代政権の憲法解釈を変更。他国への攻撃により、日本の存立が脅かされる明白な危険がある場合、集団的自衛権の行使が「限定容認」されるとした。首相は昨年の安保法審議で「現在の憲法下で認められる集団的自衛権の解釈変更は、これが限界だ」と強調していた。

　政府が把握する他国による集団的自衛権行使の事例には、〇一年に米国がアフガニスタンを攻撃した際の北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）の参戦や、一九七九年の旧ソ連によるアフガニスタン侵攻など、軍事介入の側面が強い。集団的自衛権行使を全面容認すれば、こうした軍事活動への日本の参加に道を開くことになる。　（新開浩）

集団的自衛権の行使　首相、改憲で全面容認

東京新聞　2016年3月1日 夕刊

　安倍晋三首相は一日午前の衆院予算委員会で、九条改憲について「国民の命を守り抜いていくために必要な、国際法上持っている権利は行使できるとの考え方の下に、自民党草案を示している」と、他国を武力で守る集団的自衛権の行使を全面的に認める必要性に言及した。

　民主党の緒方林太郎氏が「集団的、個別的を含めて自衛権を行使できるようにすべきか」と質問したのに答弁した。政府は閣議決定による憲法解釈変更で容認した集団的自衛権に関し、国の存立が脅かされるなどの要件に基づく「限定容認」と説明してきた。首相は改憲により全面的な容認を目指す立場を示した。

　夏の参院選で争点と位置付ける改憲については「（衆参両院の）憲法審査会で議論が収れんし、（改憲発議に必要な衆参両院の）三分の二が可能となったものから憲法改正に取り組みたい」と、改憲を具体化していく道筋を示した。

「民共合作に負けられない」　自民・稲田政調会長
朝日新聞デジタル　2016年3月3日01時25分
■稲田朋美・自民党政調会長
　民主党そして野党は平和安全法（安全保障関連法）の廃案の法律を国会に提出したが、本当に無責任だと思う。どうやって今の世界情勢の中で日本を守るのかという対案なくして、廃案にすべきだという法律だけを提出する。民主党もかつては政権党であって、３年３カ月、政権を取られた党にもかかわらず、まったく無責任だと私は怒りを感じている。
　民主党は（参院）選挙に勝ちたいがために共産党と手を組む。民共合作。そして共産党は自衛隊は違憲で、日米安保条約を破棄しろと言っている。そういう政党と手を組んで選挙に臨んでくるというのは怒りを通りこして、そんなところに負けるわけにはいかないし、絶対に（自民党が宮城選挙区で公認した）熊谷（大）さんに勝ってもらわないと困る。
　今、自民党が相手にしているのはひ弱な野党ではなくて、共産党という確かな野党。ここで民主党に負けるようなことがあると、日本は自衛隊を廃止し、日米安保条約を破棄する「革新の国」になってしまうということをしっかり説明していく必要があるんじゃないのかなと思う。（自民党衆院議員の仙台市でのパーティーで）
安倍首相 　参院選は「自公対民共」額賀派パーティーで
毎日新聞2016年3月2日　21時48分（最終更新　3月3日　01時04分）
　安倍晋三首相は２日、東京都内のホテルで開かれた自民党額賀派のパーティーであいさつし、夏の参院選が「自公対民共の対決になっていく」と述べた。共産党との選挙協力を進める民主党は「革新勢力」であると印象付け、「共産アレルギー」が強い民主支持者の動揺を誘う発言だ。 
　首相はまた、昨年成立した安全保障関連法に民主、共産が反対したことを引き合いに「民主と共産は日米の絆を壊そうとしている」と発言。民主も含む野党５党が安保関連法の廃止法案を提出したことに触れ、「日本人の命を守り抜くために選挙を勝ち抜いていきたい」などと語った。【高橋克哉】 
しんぶん赤旗2016年3月3日(木)

「自公と民共の対決」 首相、参院選へ対抗心　「負けられない」と強調

　安倍晋三首相は２日、自民党額賀派のパーティーであいさつし、参院選について「現在は民主党と共産党が協力する状況になっている。自公対民共、この対決になっているのではないか。負けるわけにはいかない」と述べ、対抗心をあらわにしました。

　さらに安倍首相は、日本共産党や民主党など５野党が戦争法（安保法制）廃止法案を共同提出したことに触れ、「これ（戦争法）を壊そうとしているのが民主党と共産党だ。廃止をしようとしている。だからこそ決して（選挙で）負けるわけにはいかない」と重ねて強調しました。

　谷垣禎一幹事長は、「共産党の力を借りて行動するような野党が多数を占めたとして日本の政治の安定につながらない。参院選挙に必ず勝たなければいけない」と檄（げき）を飛ばしました。

首相 参院選は自公対民共に 勝利に向け結束を
ＮＨＫ3月2日 21時01分
安倍総理大臣は東京都内で開かれた自民党額賀派のパーティーであいさつし、夏の参議院選挙について、自民・公明両党対、安全保障関連法の廃止を目指す民主党と共産党との対決になるとして、勝利に向けて結束を呼びかけました。
この中で安倍総理大臣は、「私たちは、昨年、大変苦しい思いをして平和安全法制を成立させた。日本とアメリカが、日本を守るためにしっかりと助け合うようになり、北朝鮮のミサイル発射に際しても今までよりも格段に日米の協力は進んだ」と述べました。
　そのうえで、安倍総理大臣は、夏の参議院選挙について、「風雪に耐えた自民党、公明党の連立与党に対し、民主党と共産党が協力する状況になっており、『自公対民共』の対決になっていくのではないか」と述べました。そして、安倍総理大臣は、「せっかくできた平和安全法制と日米の絆を壊そうとしているのは民主党、共産党だ。平和安全法制を廃止しようとしている。だからこそ、私たちは決して負けるわけにはいかない」と述べ、勝利に向けて結束を呼びかけました。 
民主・維新 　両党の代表「レッテル貼りだ」　首相の「民共」発言に反発
毎日新聞2016年3月4日　東京朝刊
　安倍晋三首相が今夏の参院選について「自公対民共の対決」と発言したことに対し、民主、維新両党の代表が３日、「レッテル貼りだ」と反論した。両党は共産党と選挙協力を進める考えだが、それぞれ党内に保守系を抱え、首相に「左傾化」を印象づけられかねないと神経をとがらせている。 
　民主の岡田克也代表は記者会見で「極めてお粗末なレッテル貼りだ。相手をしてほしければ気の利いたことを言え、ということだ」と強い不快感を示した。 
　維新の松野頼久代表も「我々が共産と一緒に政権を作ることはない。あえてレッテル貼りをしている」と反論した。 
　一方、共産党の志位和夫委員長は３日、「参院選で自公および補完勢力に対決するのは民共２党でなく野党５党と市民だ」と指摘する一方、「首相の発言は野党共闘への危機感と対抗心の表れだ。なお一層この方向で努力したい」と満足げな様子を見せた。【田所柳子】 
産経新聞2016.3.3 17:57更新 
民主・岡田代表「お粗末なレッテル貼り」　安倍首相の「自公対民共」発言に反発

民主党の岡田克也代表（斎藤良雄撮影）
　民主党の岡田克也代表は３日の記者会見で、安倍晋三首相が夏の参院選の構図を「自公対民共」と表現したことについて、「極めてお粗末なレッテル貼りだ」と不快感を示した。共産党と連携するイメージを回避したい思惑があるとみられる。
　民主党と合流する維新の党の松野頼久代表も３日の記者会見で「共産党と一緒に政権をつくることはない。安保（関連法廃止）一点で選挙で協力していこうというだけの話だ。あえてレッテル貼りをしているのだろう」と述べた。
　共産党の志位和夫委員長は３日の記者会見で「民共だけではない。５党のオール野党で結束して戦っていく」と述べた。首相の心境については「かなり野党の共闘の動きに危機感、対抗心を燃やしている」と語り、対決に意欲を示した。
　志位氏は昨年１月の党旗びらきでのあいさつでは「本格的な『自共対決』の時代の到来を告げている」と強調していた。「オール野党」と表現を変えたことを尋ねられると、志位氏は直接回答せず、「今度の選挙の対決の構図は自民、公明とその補完勢力ｖｓ５野党プラス広範な市民運動の皆さんだ」と述べた。
野党結集 　民主・岡田、生活・小沢両氏が意見交換か
毎日新聞2016年3月3日　東京朝刊
　民主党の岡田克也代表と生活の党の小沢一郎共同代表が２日夜、東京都内で会談した。民主党と維新の党の合流や、野党結集について意見交換したとみられる。輿石東参院副議長も同席した。岡田氏は維新との合流に正式合意した際、他の野党議員にも参加を呼び掛けて勢力結集を図る考えを示していた。 
野党、合区で候補一本化へ　参院選の「徳島・高知」区
朝日新聞デジタル　西村奈緒美、亀岡龍太、柳川迅　2016年3月2日00時52分
　夏の参院選で合区（ごうく）される徳島・高知選挙区（改選数１）で、野党の候補が一本化される見通しとなった。民主党が推す新顔の弁護士、大西聡氏（５２）を支援する徳島、高知両県の市民団体が連携に向けた協定案をまとめ、共産党や社民党なども受け入れる方針を固めた。鳥取・島根選挙区（同）も一本化の方向だ。
　安全保障関連法の廃止を目指す労働組合や学者らでつくる市民団体「高知憲法アクション」に加え、「オール徳島懇談会」が２月２９日、安保関連法の廃止で「妥協しない」などとする協定案を了承した。当選後の所属は「当面は無所属議員としての原則的な姿勢で活動する」などと幅を持たせて折り合った。大西氏と両団体が近く確認する。
　共産も協定案を評価。２６日に開いた両県の合同選対会議後、徳島県委員会幹部は「無所属を貫く」としてきた一本化の条件を緩める姿勢を示した。高知県委員会は、擁立予定だった三ケ尻亮子氏（４７）を比例区に回す党内調整に入る。民主の両県連幹部は３月１日までに、協定案をおおむね了承する考えを表明した。
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宮城で共産・民主政策協定　参院選挙区　桜井予定候補に一本化　いわぶち予定候補　「比例で全力」
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（写真）調印後、市民団体から花束を受け取る（左２人目から）桜井、いわぶち両氏＝２日、仙台市


　夏の参院選に向けて、日本共産党宮城県委員会と民主党宮城県連、民主党現職の桜井充宮城選挙区予定候補は２日、仙台市内で政策協定書に調印し､選挙区予定候補(改選数１）を桜井氏に一本化することを発表しました。

　調印式には、日本共産党の中島康博県委員長、加藤幹夫書記長、いわぶち彩子宮城選挙区予定候補と民主党の安住淳県連代表、郡和子幹事長、桜井氏が出席しました。

　政策協定は、(1)安保法制廃止(2)アベノミクスの格差是正(3)原発依存脱却(4)不公平税制是正(5)米軍新基地反対(6)安倍政権打倒―の６項目。

　中島県委員長は、桜井氏当選へ全力を尽くすと強調し、いわぶち予定候補について参院比例予定候補として活動すると発表しました。また、「安倍内閣が締結しようとしている環太平洋連携協定（ＴＰＰ）には反対」「安倍内閣が進める消費税１０％への増税に反対」の２点を、今後の政策協議の中で検討することを求めました。

　桜井氏は「全国で一番早く共産党と協定を結べた。安倍暴走政治を止めるための国民の共闘としてたたかう」、いわぶち氏は「野党と市民運動の連携による安倍政権打倒へのスタートラインに立てた。比例予定候補として全力を尽くす」と語りました。

政策協定書

　(1)立憲主義に基づき、憲法違反の安保関連法廃止と集団的自衛権行使容認の７・１閣議決定の撤回を目指す。

　(2)アベノミクスによる国民生活の破壊を許さず、広がった格差を是正する。

　(3)原発に依存しない社会の早期実現、再生可能エネルギーの促進を図る。

　(4)不公平税制の抜本是正を進める。

　(5)民意を踏みにじって進められる米軍辺野古新基地建設に反対する。

　(6)安倍政権の打倒を目指す。

